
 

 

第 10 章 電波障害 

 

 10-1 概  要 

 新建築物の存在が、テレビジョン放送電波（地上デジタル波）（以下「地上デジタル放送

電波」という。）の受信等に及ぼす影響について検討を行った。 

 

 10-2 調  査 

 既存資料及び現地調査により、現況の把握を行った。 

(1) 調査事項 

① 事業予定地周辺の現況の地上デジタル放送電波の受信状況 

② マイクロウェーブの送信経路の状況 

(2) 調査方法 

 ① 事業予定地周辺の現況の地上デジタル放送電波の受信状況 

 名古屋の地上デジタル放送電波について調査を行った。その概要は、表 2-10-1 に示すと

おりである。 

 調査は、「建造物によるテレビ受信障害調査要領（地上デジタル放送）」（社団法人 日本

CATV 技術協会中部支部，平成 19 年）に基づき、電界強度測定車（図 2-10-1 参照）による

路上調査とし、表 2-10-2 に示す項目について調査を行った。 

 

表 2-10-1 地上デジタル放送電波の概要 

ＵＨＦ 

広域局 県域局 チ ャ ン ネ ル

13 18 19 20 21 22 23 

Ｎ Ｈ Ｋ

教 育

中 部 日 本

放 送

中京 ﾃ ﾚ ﾋ ﾞ

放 送

Ｎ Ｈ Ｋ

総 合

東海 ﾃ ﾚ ﾋ ﾞ

放 送

名 古 屋

ﾃ ﾚ ﾋ ﾞ放送

テ レ ビ

愛 知放 送 局 名

(NHK-E) (CBC) (CTV) (NHK-G) (THK) (NBN) (TVA) 

周 波 数 ( M H z ) 470～476 500～506 506～512 512～518 518～524 524～530 530～536

送 信 ア ン テ ナ 高 345.6ｍ 330ｍ 345.6ｍ 330ｍ 318ｍ 

送 信 出 力 3kW 1kW 

送 信 場 所 デジタルタワー（瀬戸市幡中町） 

新建築物までの距離 約 17.7 ㎞ 

注)1:送信アンテナ高は、標高で表示。 

2:送信アンテナ高及び送信出力については、「全国テレビジョン・FM・ラジオ放送局一覧」（株式会社 NHKアイ

テック，2007年）によった。 

 

② マイクロウェーブの送信経路の状況 

 総務省東海総合通信局への聞き取りにより調査を行った。 
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図 2-10-1 電界強度測定車 

 

表 2-10-2 受信状況の調査内容 

調査項目 調  査  内  容 

端子電圧測定 該当地域で受信している全ての地上デジタル放送チャンネルについ
て、端子電圧の測定を行った。 

品質評価 画質劣化までの許容される余裕量を考慮した品質評価を行った。 
品質評価は、次の基準により評価した。 
○：良好に受信 
△：ブロックノイズや画面フリーズが認められる 
×：受信不能 

CN 比の測定 
(等価 CN 比) 

該当地域で受信している全ての地上デジタル放送チャンネルについ
て、CN 比の測定を行った。 

 

(3) 調査場所 

 ① 事業予定地周辺の現況の地上デジタル放送電波の受信状況 

 地上デジタル放送電波の到来方向及び新建築物の位置から障害範囲を予想し、図 2-10-2 に示

す名古屋市内の 31 地点を対象とした。（名古屋市外については、資料１２－１(資料編

p.360)参照） 

② マイクロウェーブの送信経路の状況 

 事業予定地上空を通過するマイクロウェーブ通信回線を対象とした。 

(4) 調査期間 

 平成 21 年 10 月５日～平成 21 年 10 月 13 日 
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図 2-10-2 地上デジタル放送電波の受信状況調査地点 
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(5) 調査結果 

 ① 事業予定地周辺の現況の地上デジタル放送電波の受信状況 

 広域局及び県域局別に整理した各調査地点における地上デジタル放送電波の受信品質評

価の結果は、表 2-10-3、図 2-10-3 及び資料１２－２（資料編 p.364）に示すとおりである。

（受信状況の詳細は、資料１２－３（資料編 p.370）参照） 

 表 2-10-3 によると、品質評価が「○（良好に受信）」とされた地点は、名古屋市内で広

域局 71％、県域局 58％であった。 

 

表 2-10-3 受信状況 

単位：上段；地点数、下段；％ 

広 域 局 県 域 局 
品質評価

名古屋市内 全 域 名古屋市内 全 域 

○ 
22 

（71） 

70 

（88） 

18 

（58） 

60 

（75） 

△ 
３ 

（10） 

４ 

（５） 

０ 

（０） 

４ 

（５） 

× 
６ 

（19） 

６ 

（８） 

13 

（42） 

16 

（20） 

合 計 
31 

（100） 

80 

（100） 

31 

（100） 

80 

（100） 

 注)1:全域とは名古屋市外の調査地点も含んだ地点数を指す。  

 注)2:品質評価のうち、 

 「○」は良好に受信 

 「△」はブロックノイズや画面フリーズが認められる。 

 「×」は受信不能 

 をいう。 

 注)3:各調査地点における広域局及び県域局別の品質評価において、 

一つでも「×」がある場合には「×」 

「×」はなく、一つでも「△」がある場合には「△」 

全て「○」の場合には「○」 

として整理した。 

 注)4:表中の下段（ ）内の数値は、地点数に対する割合(％)を示す。 

 注)5:端数処理により、各品質評価の割合とこれらの合計は一致しない。 

 

② マイクロウェーブの送信経路の状況 

 事業予定地上空において、マイクロウェーブ通信回線が１系統ある。 
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図 2-10-3(1) 広域局における地上デジタル放送電波の受信品質評価 
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図 2-10-3(2) 県域局における地上デジタル放送電波の受信品質評価 
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 10-3 予  測 

(1) 予測事項 

新建築物による地上デジタル放送電波障害（遮蔽障害及び反射障害）及び新建築物によ

るマイクロウェーブの送信経路への影響とし、具体的には、以下に示す項目について検討

を行った。 

・電波障害の程度及び範囲 

・マイクロウェーブの送信経路への影響 

(2) 予測対象時期 

 新建築物の存在時 

(3) 予測場所 

 障害が予想される範囲 

(4) 予測方法 

① 電波障害の程度及び範囲 

  ア 予測手法 

 障害範囲の予測計算は、新建築物の高さが送信アンテナの高さの 1/2 を超えることから、

日本放送協会による電波障害予測理論式で行い、この計算は財団法人 NHK エンジニアリ

ングサービスに依頼した。予測式の概要は、資料１２－４（資料編 p.378）に示すとおり

である。 

  イ 予測条件 

 予測対象とした地上デジタル放送電波は、前掲表 2-10-1 に示した広域局６波及び県域局

１波の計７波であり、障害範囲の表示は、品質評価でいう「△」もしくは「×」となる障

害を発生させる範囲とした。 

 

② マイクロウェーブの送信経路への影響 

 事業計画及び総務省東海総合通信局への聞き取りにより、位置関係を把握し予測を行っ

た。 

 

 

- 343 -



 

 

(5) 予測結果 

① 電波障害の程度及び範囲 

 新建築物に起因して生じる地上デジタル放送電波の障害範囲は、表 2-10-4及び図 2-10-4

に示すとおりである。 

  ア 遮蔽障害 

 新建築物から西南西方向へ障害が発生し、この障害面積は、広域局で約 0.14 ㎞ 2、県域

局で約 1.62 ㎞ 2と予測される。 

  イ 反射障害 

 広域局及び県域局ともに、障害は発生しないと予測される。 

 

表 2-10-4 障害発生範囲の予測結果 

障害種別 局 別
障 害 

方 向 
障害面積（㎞ 2） 

広域局 約 0.14 
遮蔽障害

県域局
西南西 

約 1.62 

注)1:障害面積は、図面より計測した。 

2:障害面積には、名古屋市以外の値を含む。 

 3:障害方向とは、新建築物からの方向をいう。 

 4:反射障害は発生しないと予測される。 

 

 

② マイクロウェーブの送信経路への影響 

 事業計画及び総務省東海総合通信局への聞き取り調査結果により、送信経路に影響が及

ぶことが予測される。 
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図 2-10-4 地上デジタル放送電波障害の予測範囲 
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 10-4 環境の保全のための措置 

 本事業の実施にあたっては、以下に示す環境保全措置を講ずる。 

・地上躯体工事時期を地上デジタル放送の完全移行後にすることにより、アナログ放送

による電波障害の影響を回避する。 

・事業の実施に伴って、地上デジタル放送電波受信の状況が悪化すると予測される地域

については、地上躯体が立ち上がる時期を目途として、CATV への加入等の適切な対策

を実施する。 

・工事中及び存在時において、予測範囲の周辺で新たに障害が生じた場合には、新建築

物との因果関係を明らかにし、本事業による影響と判断された場合については適切な

対策を実施する。 

・対策に先立ち、周辺の住民等からの問い合わせに対する連絡の窓口を設ける。 

・マイクロウェーブの送信経路への影響については、電波伝搬障害防止制度に関する手

続きにより、適切な対応を行うことで影響を回避する。 

 

 10-5 評  価 

 予測結果によると、新建築物の存在による地上デジタル放送の遮蔽障害範囲は、広域局

で約 0.14 ㎞ 2、県域局で約 1.62 ㎞ 2である。本事業の実施にあたっては、地上躯体工事時

期を地上デジタル放送の完全移行後にすることにより、アナログ放送による電波障害の影

響を回避するほか、地上デジタル放送電波受信の状況が悪化すると予測される地域につい

ては、地上躯体が立ち上がる時期を目途として、CATV への加入等の環境保全措置を講ずる

ことにより、新建築物が地上デジタル放送電波の受信に及ぼす影響の回避に努める。 

 マイクロウェーブの送信経路への影響については、電波伝搬障害防止制度に関する手続

きにより、適切な対応を行うことから、影響が回避されるものと判断する。 

 

 

- 347 -


	第10 章 電波障害



